広島市政シンポ傍聴記詳細
開会のあいさつ（金子秀典共同代表）

このシンポは、2011年の広島市事務事業の見直しがきっかけで始まり、市政をくらし中心に変える運動であること。

この11月に広島市から事務事業の見直し(中間報告)がだされ、放課後児童対策事業の見直しなどが出ているが、広島市政を子どもたちを主役とする方向に変えることや、高齢者公共交通費の助成事業の目的の転換などの攻撃が出されていることを喚起した。

広島市政シンポジウム

コーディネイター　（広島民商：河辺尊文）

駅前の大規模な開発と、国道2号線の高架橋の延伸問題など、かって市民の運動で公共大型工事見直しをやったこと、行政の首長の転換で出来た実績があることが報告した。

｢広島市財政と広島都市圏構想｣（広島自治体問題研究所　橋本和正事務局長）

「松井・広島市政の基本となる考え方」は、広域市町村圏で200万人の圏域をつくる為、ヒト・カネ・モノを循環させ、広島市にそれらを全て｢集積｣させるもので、その手法は、県の補完機能を広島市に担わせ、道州制への道を進める恐れがあるとともに、周辺地域が衰退する危険性がある。

また地方創生法に基づく広島市の創生総合戦略は、国の方針に沿ったもので、この法の理念で，結婚や出産は個人の問題であるにも拘らず、非正規雇用など低賃金構造を作り出し、若者たちに自由に出来ない状況がありながら、国が押し付けることはないこと批判。　

また、各自治体の政策成果のチェックを国が行い、国の政策に従わないものは交付金から外され、自治体の独自政策がいかされないものとなっていく、この結果、吸収合併など自治体消滅を進める危険性がある。

広島市の財政運営の基本は、都市のまちづくりを、ハードな分野の開発中心に置き、そのための財政を生むため、人件費削減、社会保障費抑制、事務事業見直しなどを行うとしている。

地方債の借金は政令市の中で、1兆円と８３６千円/市民一人当たり(2015年度)で広島市政が借金での公共事業を増やしている実態を明らかにした。

また、財政問題で市に金がないと、市当局が言うが、社会保障費が多くなることは高齢化で仕方のないことで、その財源は国からの支出金で賄われることが多いこと、それよりも、アベノミクスに追随した開発型財政運営になっていることが問題である。

市民の共闘で、くらし中心の市政の転換を行うため、無駄な大型公共事業をなくすことを呼びかけました。

広島市の子ども医療費補助制度の現状と今後の運動について（新日本婦人の会広島県本部　広島市内支部連絡会の長妻玲子）

子ども医療費は、本来、子どもは無料で社会が育てることが基本であるが、いままで無料化を求めて運動が進んできた、それと各地の事例を紹介した。今回出された広島市の子ども医療費の改善は、窓口負担に一部、保護者の所得制限が掛かっていることを問題点として指摘した。後1７億５２００万円あれば、所得制限をしなくて済むと報告した。
広島市立広島特別支援学校（市立広島特支）の現状と課題（全教広島障害児教育部部長：幅野勇生）

市立広島特支は、児童生徒数が478名で2年連続の｢日本一｣の全国有数のマンモス校で、現状の問題点として次のようなことがある。

①教職員の連携上の困難がともなって、子ども一人一人を大事に診れない。②施設が狭く、すし詰めの状態で、一つの教室を区切って対応している。特別教室の不足、保健室などへのアクセスが長い③教員・養護教諭、事務職員が一人当たりの児童数が多く大規模で増員がないこと④広島市の僻地にあり、こどもの通学時間がかかること、公共バス路線がない⑤立地上、商業地ではあるが、商店街がなく社会教育実習として触れ合う機会がない。

広島市の教育内容が、「一般就労率」にこだわり、教育内容が、高等教育を望む生徒とのミスマッチになっている。就労実態も、フルタイムの正規雇用が皆無で児童一人一人に合った教育編成になっていない、特別支援学校特有の、医療的ケア制度と体制が不十分である。

レポート内容が豊富で時間がなく、私たちも、特別支援教育と特別支援学校という分野について疎い問題点があり、行政上、｢特殊教育｣から「特別支援教育」と2007年に変わっていたが、この変化が、多くの新たに問題を生んだ。

広島市の介護をめぐる状況（広島民医連　佐々木敏哉）

日本の介護保険制度が崩壊しかねない実態があるが、これは国が社会保障費抑制を年々強化していることによる。介護保険は、公的負担を低下させ、自己負担サービスの増加を目論むものとなっている。

2012年2月の｢社会保障・税一体改革大綱｣を起源に、毎年のように改悪が進み、2017年の通常国会で新たな関連法案・予算案が提出される。

広島市の新・総合事業では、保険給付から事業へシフト、ボランティアや生活援助員の導入を計画実施しているが、介護認定の申請権や、必要な介護を受ける権利の侵害を招きかねない、提供する介護の質が低下する恐れがある、事業所の経営難を招き、労働条件の悪化が危惧される。

今後署名や世論の反対を背景に、一致できる団体・組織と共闘を進め、議会で介護制度改悪反対の意見書を提出させるなど、改善に向けた運動を進めると訴える。

広島高速5号線　二葉山トンネル七つの大罪（二葉山トンネルに反対する市民の会：竹村文明）

広島県・市・高速道路公社が市民の反対を押し切って工事を強行しているが、住民として、七つの大罪として訴える。

1．必要性が極めて少ないこと、2．費用効果が悪いこと、3．採算性がほとんどないこと、4．地盤沈下など環境破壊の懸念が大きいこと、5．広島高速5号線は片側1車線の対面交通で危険、6．自然環境と文化遺産の破壊、7．5号線は公共事業優先順位を無視した暴挙　
広島の玄関口に、大型開発ではなく、大型破壊そのものであること、既存の道路を使うことで十分な実態を明らかにされるとともに、工事中はもとより、工事後の管理運営問題でも大きな負の遺産を作るものとなっており、12月裁判で工事の中止を訴えており、傍聴を呼びかけられた。

また、会場からの意見として、

藤井敏子広島市議会議員が、松井市政の2期目の評価として、開発事業が復活している、福祉事業を抑制し、民間企業の導入（学童・給食・キャリアハウス・市営住宅受付窓口業務など）・住民の意見を聞かないなどが顕著、事務事業の見直し(高齢者への公共交通助成制度・放課後児童クラブ)の中間報告が出されたことを報告した。

広障連　倉井さんから、障害のある子どもの学校に設置基準がない問題、福祉サービスの支給決定を決めるローカルルールが、生活する権利の幅を狭める権利侵害がある。一部の人で決めないで、市民の声で決めてもらいたい。税の使い道をはっきりさせ、暮らしのための予算にするため市民が声を上げよう。と提案する。
放課後児童クラブについて奥原指導員から、新制度で動き出したクラブだが、基準である1.65㎡に特例を設けた。対象児童を6年生までに拡大されたが、実施を行う計画性がなく、待機児童を生んでいる。増設はするが、指導員のなり手がない。指導員の超過勤務状態がある、臨時指導員の確保を指導員にお任せ問題、定員40名が60人とされ児童の過密実態、などを告発した。指導員の仲間が、やりがいが感じられない現場から早期退職者が増えている。制度として一歩前進が、後退になる状況で、かっての公立・公営・無料の原則が、民間参入が進むなど、広島市の責任が持って運営することを保護者と協力して署名運動を展開中、安心安全に学童保育ができるよう願っている。

かき舟問題について大亀事務局長からは、ついに、8月6日の灯篭流しを、料亭船から宴会をしながら見るという事態があったこと、反対運動により、イコモスも懸念表明を出すほどのもので、今後は、かき舟撤去の署名を始めている。2月までに10万人署名に取り組んでいる。かき舟裁判も、国が反対討論に入った。原爆ドームを見下ろす折鶴会館なるものが出来たが、景観問題がいっそう深刻となった。間違っているものは間違っている、許してはならない。

などの意見があった。

平和の問題の運動が共同行動の車の両輪の一つとするならば、一方の暮らしの問題を中心に、地方自治体へ働きかけをするこのシンポジウムが、今後どのような動きをするか注目したいと思います。
この共同行動実行委員会に加盟する団体が26団体と幅広くあり、日常的に、これからの運営をつかさどる事務局体制の確立と、市民生活優先の広島市政転換へ共同して歩んでいってもらいた。
文責：広島自治体問題研究所事務局

